
控除収益について

2023年1月27日
沖縄電力株式会社

参考資料５



2控除収益

◼ 早遅収料金制度から延滞利息制度への移行に伴う影響等により、今回の原価は前回の原価と比較し、292百万円
の減少となっております。

・送配電関連費を除く原価を記載しております。

※前回原価について、2008年料金原価から2016年託送料金原価を除き算定しております。

・他社販売電力料は含んでおりません。

電気事業雑収益（A） （百万円）

①今回
2023～2025平均

②前回
2008

差引
（①-②）

項目の概要 備考

（主な増減理由など）

39 82 ▲ 43 契約電力を超えて電気を使用した場合に収受する料金 省エネ機器の普及による実量制契約への移行に伴う減少

0 2 ▲ 2 不正に電気を使用した場合等に収受する追徴金

0 6 ▲ 6 他人設備の運転によって得た収益

0 1 ▲ 1 他人設備の建設又は修繕によって得た収益

0 1 ▲ 1 当社固定資産・電気料金領収証等を利用して得た広告収益

損害賠償金 0 11 ▲ 11 当社の設備・器具を破損した場合の弁償代 計上なし（託送料金原価に計上）

臨時工事費 0 65 ▲ 65 臨時供給工事で収受する工料 計上なし（託送料金原価に計上）

償却電気料取立益 5 4 1 電灯料・電力料に関する償却債権の取立益

延滞利息 59 ▲ 22 82 料金の支払期日を経過した場合に収受する延滞利息金 早遅収料金制度から延滞利息制度への移行に伴う影響

その他 0 ▲ 7 7

65 50 15

貸 地 料 102 71 31 当社所有の土地に対する貸地料 新規貸付に伴う増加

貸 家 料 5 6 ▲ 1 当社所有の建物に対する貸家料

社宅貸付料 3 5 ▲ 1 従業員に対する社宅貸与に伴う収入

共 架 料 197 89 108 当社の電柱にＮＴＴ等が共架することによる収入 共架物量の増加

工事補償金 493 159 335 当社設備の移設工事等に伴う精算益 移設対象となる設備の増加

その他 94 132 ▲ 38

894 460 434

その他 ▲ 200 － ▲ 200 発販がNWに支払う社内取引費用 ライセンス制度導入に伴う社内取引分の計上

797 601 196

その他（B）

－ 488 ▲488 早遅収料金制度から延滞利息制度への移行に伴う影響

0 0 0

0 488 ▲ 488

797 1,089 ▲ 292

合計

控除収益　合計（A+B）

合計

遅収加算

預金利息

小計

雑口

小計

受託工事益

広告料

供給雑収

契約超過金

違約金

受託運転益


